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税理士政治連盟会員の購読
料は会費の中に含みます。

記
事
・
通
常
国
会
が
開
幕

２
面

資
料
・
平
成
�
年
度
税
制
改
正
大
綱
の
概
要
　

　
　
　

４
面

資
料
・
成
長
志
向
に
重
点
を
置
い
た
法
人
税
改

　
　
　
革

５
面

特
集
・
日
税
連
賀
詞
交
歓
会
出
席
議
員

６
面

議
員
メ
ー
ル
・
「
佐
藤
ゆ
か
り
議
員
」

７
面

　
今
年
の
正
月

は
、
海
を
眺
め

な
が
ら
の
ん
び

り
し
て
き
た
。

し
か
し
、
予
約

が
遅
か
っ
た
た

め
か
、
行
き
は
早
朝
、
帰

り
は
深
夜
の
便
、
そ
れ
で

も
満
席
。
ホ
テ
ル
も
朝
食

バ
イ
キ
ン
グ
は
順
番
待
ち

の
列
、
夕
食
も
希
望
の
レ

ス
ト
ラ
ン
に
は
な
か
な
か

入
れ
な
い
▼
新
年
を
一
緒

に
迎
え
よ
う
と
い
う
祖
父

母
と
息
子
や
娘
の
家
族
と

い
う
三
世
代
が
多
い
。
か

わ
い
い
孫
の
た
め
に
祖
父

母
が
お
金
を
出
し
た
の
だ

ろ
う
。
私
な
ん
か
夫
婦
二

人
の
旅
行
費
用
で
も
高
い

と
思
う
の
だ
が
、
日
本
中

で
同
じ
光
景
が
見
ら
れ
た

の
だ
ろ
う
。
こ
の
経
済
効

果
は
大
き
い
▼
年
末
に
発

表
さ
れ
た
平
成
�
年
年
度

税
制
改
正
大
綱
に
よ
れ

ば
、
住
宅
取
得
資
金
だ
け

で
は
な
く
結
婚
・
出
産
等

に
つ
い
て
も
直
系
尊
属
か

ら
の
贈
与
が
非
課
税
に
な

る
。
人
口
減
少
を
克
服
し

経
済
を
再
生
す
る
た
め
、

子
育
て
世
代
に
重
点
を
置

く
と
の
こ
と
だ
▼
子
や
孫

の
た
め
に
お
金
を
出
し
て

あ
げ
た
い
の
だ
が
税
金
は

ど
う
な
の
か
と
聞
か
れ
る

こ
と
が
多
い
。
子
を
思
う

親
の
気
持
ち
は
よ
く
わ
か

る
が
、
子
や
孫
が
そ
れ
を

当
然
だ
と
思
っ
て
は
い
け

な
い
。
格
差
を
な
く
す
こ

と
こ
そ
税
制
の
大
切
な
役

割
で
は
な
い
か
。
こ
の
税

制
が
今
以
上
に
格
差
を
広

げ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
願

う
ば
か
り
だ
。

　
１
月
８
日
、
港
区
の
ホ

テ
ル
オ
ー
ク
ラ
東
京
に
お

い
て
、
日
本
税
理
士
会
連

合
会
の
新
年
賀
詞
交
歓
会

が
開
催
さ
れ
、
日
税
政
の

小
川
令
持
会
長
ら
役
員
が

参
加
し
た
。

　
当
日
は
、
単
位
税
政
連

会
長
と
日
税
政
幹
事
が
、

日
税
連
役
員
と
と
も
に
出

席
し
、
国
会
議
員
と
の
懇

親
を
深
め
た
。

　
本
年
も
来
賓
と
し
て
、

高
市
早
苗
総
務
大
臣
、
上

川
陽
子
法
務
大
臣
な
ど
閣

僚
を
は
じ
め
与
野
党
か
ら

昨
年
を
上
回
る
�
人
（
代

理
出
席
２
４
７
人
）
の
国

会
議
員
が
出
席
し
、
税
理

士
会
員
ら
と
親
交
を
深
め

た
。
（関
連
記
事
６
面
に
）

　
日
税
政
は
本
年
１
月
８

日
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
開

設
し
た
。
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

は
「
日
税
政
と
は
」
「
活

動
状
況
」
「
資
料
等
」
な

ど
の
コ
ン
テ
ン
ツ
で
構
成

し
て
い
る
。

　
「
日
税
政
と
は
」で
は
、

日
税
政
の
組
織
や
歩
み
、

税
制
改
正
や
税
理
士
法
改

正
な
ど
に
お
け
る
こ
れ
ま

で
の
活
動
成
果
と
課
題
の

ほ
か
、
税
理
士
に
よ
る
国

会
議
員
等
後
援
会
名
簿
を

掲
載
す
る
。
ま
た
、
会
長

メ
ッ
セ
ー
ジ
と
し
て
定
期

大
会
に
お
け
る
小
川
会
長

あ
い
さ
つ
の
動
画
デ
ー
タ

を
公
開
し
て
い
る
。
「
活

動
状
況
」
で
は
会
議
等
報

告
や
陳
情
報
告
を
、
「
資

料
等
」
で
は
要
望
書
や
会

報
バ
ッ
ク
ナ
ン
バ
ー
を
掲

載
し
、
対
内
・
対
外
に
向

け
日
税
政
の
活
動
を
Ｐ
Ｒ

す
る
。

　
日
本
税
理
士
政
治
連
盟

は
１
月
８
日
、
港
区
の
ホ

テ
ル
オ
ー
ク
ラ
東
京
に
お

い
て
、
幹
事
会
（
小
林
健

彦
幹
事
長
）を
開
催
し
た
。

全
国
の
単
位
税
政
連
会
長

が
臨
席
し
た
。

　
小
川
令
持
会
長
は
会
議

の
冒
頭
、
昨
年
末
の
第
�

回
衆
議
院
議
員
総
選
挙
に

お
い
て
２
４
１
人
の
推
薦

候
補
者
の
当
選
を
得
た
こ

と
に
つ
い
て
触
れ
、
地
域

に
密
着
し
た
活
動
を
行
う

各
単
位
税
政
連
の
成
果
で

あ
る
と
力
強
く
述
べ
た
＝

写
真
。

　
会
議
で
は
、
小
林
幹
事

長
の
議
事
進
行
の
も
と
、

第
�
回
衆
議
院
議
員
総
選

挙
の
結
果
、
平
成
�
年
度

税
制
改
正
へ
の
対
応
等
に

つ
い
て
報
告
が
さ
れ
た
。

ま
た
、
各
単
位
税
政
連
に

お
け
る
国
会
議
員
へ
の
税

制
改
正
陳
情
実
績
が
４
７

３
件
に
上
っ
た
こ
と
が
報

告
さ
れ
た
。

　
そ
の
他
の
議
題
で
は
、

青
木
正
財
務
委
員
長
か

ら
、
平
成
�
年
度
上
半
期

の
収
支
計
算
書
が
提
示
さ

れ
、
予
算
に
対
す
る
執
行

額
が
適
正
に
行
わ
れ
て
い

る
こ
と
が
報
告
さ
れ
た
。

　
南
条
吉
雄
後
援
会
対
策

委
員
長
か
ら
は
、
定
期
総

会
を
開
催
し
た
税
理
士
に

よ
る
後
援
会
に
対
す
る
助

成
措
置
に
つ
い
て
報
告
が

あ
っ
た
。

　
幹
事
会
終
了
後
は
、
出

席
者
が
各
地
元
国
会
議
員

を
訪
問
し
、
新
年
の
あ
い

さ
つ
回
り
を
行
っ
た
。
同

日
夕
に
は
、
ホ
テ
ル
オ
ー

ク
ラ
東
京
に
戻
り
、
同
ホ

テ
ル
に
お
い
て
開
催
さ
れ

た
日
税
連
新
年
賀
詞
交
歓

会
に
小
川
会
長
を
は
じ
め

役
員
が
出
席
し
、
地
元
国

会
議
員
等
と
懇
親
を
深
め

た
。
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今
年
も

箱
根
駅
伝

に
感
動
し

た
！

　
た
だ
ひ
た
す
ら
に
前

を
向
い
て
、
襷
を
繋
ぐ

そ
の
姿
。
繋
ぐ
と
い
う

こ
と
の
責

任
を
果
た

す
た
め
、

ど
れ
ほ
ど

の
努
力
を
し
て
き
た
の

で
あ
ろ
う
か
と
思
う
と

心
に
鼓
動
が
伝
わ
る
。

ど
ん
な
に
文
化
が
進

み
、
人
間
が
変
化
し
進

化
し
て
も
、
走
る
と
い

う
姿
と
１
本
の
襷
を
繋

ぐ
と
い
う
姿
は
、
と
て

も
人
間
ら
し
く
素
敵
な

姿
で
あ
る
。
そ
し
て
前

へ
前
へ
と
進
む
姿
が
、

多
く
の
人
に
感
動
を
与

え
る
の
で
あ
ろ
う
。

　
時
間
は
止
ま
る
こ
と

な
く
進
む
。
人
生
も
止

ま
る
こ
と
な
く
先
へ
と

進
む
。
今
日
の
今
は
、

す
で
に
過
去
と
な
り
、

明
日
が
、
未
来
が
今
と

な
る
。
今
、
産
声
を
あ

げ
た
赤
子
が
、
大
人
が

た
め
息
を
つ
い
て
い
る

間
に
、
と
て
つ
も
な
い

量
の
情
報
を
吸
収
し
て

育
っ
て
い
く
。
我
々
も

た
め
息
な
ど
つ
い
て
い

る
暇
は
な
い
。
か
と
い

っ
て
忙
し
く
過
ぎ
て
し

ま
っ
て
は
、

勿
体
な
い
。

未
来
へ
渡
す

べ
き
大
切
な

も
の
を
、
責
任
を
も
っ

て
繋
い
で
い
く
、
そ
し

て
そ
の
た
め
の
努
力
は

惜
し
み
な
く
で
き
る
。

そ
ん
な
人
に
な
り
た

い
。

石田真敏議員（自民党税制調査会幹事）に陳情

　
日
税
政
の
小
林
健
彦
幹

事
長
、
井
戸
本
泰
次
政
策

委
員
長
は
、
�
月
３
日
に

日
本
税
理
士
会
館
で
開
催

さ
れ
た
関
連
９
団
体
・
日

税
連
役
員
懇
談
会
に
出
席

し
た
＝
写
真
。

　
こ
の
懇
談
会
は
日
税
連

が
主
催
し
、
税
理
士
会
会

員
に
資
す
る
事
業
を
効
率

的
に
実
施
す
る
た
め
、
相

互
の
連
携
を
深
め
る
こ
と

を
目
的
と
し
た
も
の
で
、

今
回
が
�
回
目
の
開
催
と

な
る
。

　
日
税
政
は
、
事
業
報
告

と
し
て
第
�
回
衆
議
院
議

員
総
選
挙
へ
の
対
応
、
税

制
改
正
へ
の
対
応
、
後
援

会
対
策
等
に
つ
い
て
現
況

を
報
告
し
た
。

　
懇
談
会
で
は
、
日
税
政

の
ほ
か
各
団
体
か
ら
事
業

活
動
報
告
が
あ
り
、
今
後

の
連
携
の
あ
り
方
な
ど
に

つ
い
て
意
見
交
換
を
行
っ

た
。
な
お
、
出
席
団
体
は

次
の
通
り
。

　
日
本
税
理
士
会
連
合
会

／
日
本
税
理
士
政
治
連
盟

／
公
益
財
団
法
人
日
本
税

務
研
究
セ
ン
タ
ー
／
日
本

税
理
士
協
同
組
合
連
合
会

／
日
本
税
理
士
国
民
年
金

基
金
／
日
本
税
理
士
厚
生

年
金
基
金
／
全
国
税
理
士

共
栄
会
／
日
本
税
理
士
共

済
会
／
一
般
社
団
法
人
ぜ

い
た
い
き
ょ
う
／
一
般
社

団
法
人
日
税
連
税
法
デ
ー

タ
ベ
ー
ス

　
１
月
�
日
、
第
１
８
９

回
通
常
国
会
（
会
期
は
６

月
�
日
ま
で
の
１
５
０
日

間
）
が
開
幕
し
た
。

　
政
府
は
１
月
�
日
、
平

成
�
年
度
税
制
改
正
大
綱

を
閣
議
決
定
後
、
税
制
改

正
法
案
を
今
月
国
会
に
提

出
し
、
年
度
末
ま
で
の
成

立
を
目
指
し
て
い
る
。

　
平
成
�
年
度
税
制
改
正

に
つ
い
て
は
、
大
綱
で
、

法
人
実
効
税
率
の
引
き
下

げ
の
代
替
財
源
と
し
て
、

事
業
税
外
形
標
準
課
税
の

拡
大
や
法
人
税
欠
損
金
繰

越
控
除
限
度
額
の
縮
減
等

が
盛
り
込
ま
れ
た
が
、
日

税
政
・
日
税
連
な
ど
の
要

望
に
よ
り
中
小
企
業
へ
の

適
用
は
見
送
ら
れ
る
こ
と

と
な
っ
た
。

　
日
税
政
・
日
税
連
で
は

政
府
・
与
党
に
お
け
る
法

人
税
改
革
の
議
論
に
対
応

し
、
外
形
標
準
課
税
の
拡

大
や
欠
損
金
控
除
限
度
額

の
縮
減
を
中
小
企
業
に
は

適
用
し
な
い
こ
と
を
求
め

る
意
見
を
表
明
し
、
国
会

議
員
へ
の
陳
情
も
展
開
し

て
い
た
。

　
一
方
、
大
綱
で
は
、
資

本
金
１
億
円
以
下
を
中
小

法
人
と
し
て
一
律
に
特
例

措
置
を
適
用
す
る
こ
と
、

一
部
の
黒
字
法
人
に
税
務

負
担
が
偏
っ
て
い
る
こ
と

に
触
れ
、
今
後
、
中
小
企

業
法
人
課
税
全
般
に
わ
た

り
各
制
度
の
趣
旨
や
経
緯

も
勘
案
し
な
が
ら
検
討
を

行
う
と
さ
れ
た
。

　
日
税
政
は
、
引
き
続
き

平
成
�
年
度
税
制
改
正
法

案
の
審
議
状
況
の
ほ
か
国

政
の
動
向
を
注
視
し
、
税

務
の
専
門
家
と
し
て
迅
速

適
格
な
対
応
を
と
る
こ
と

と
し
て
い
る
。

日
税
政
の
動
き

１
・
８
　
幹
事
会
＝
第
�

回
衆
議
院
議
員
総
選
挙
の

結
果
に
つ
い
て
他
／
日
本

税
理
士
会
連
合
会
新
年
賀

詞
交
歓
会
に
小
川
会
長
、

小
林
幹
事
長
他
関
係
役
員

が
出
席

１
・
�
　
広
報
委
員
会
＝

会
報
の
企
画
編
集
他
／
日

本
司
法
書
士
政
治
連
盟
賀

詞
交
歓
会
に
小
林
幹
事
長

が
出
席
／
全
国
社
会
保
険

労
務
士
政
治
連
盟
賀
詞
交

歓
会
に
関
係
役
員
が
出
席

１
・
�
　
日
本
行
政
書
士

政
治
連
盟
賀
詞
交
歓
会
に

小
林
幹
事
長
が
出
席

１
・
�
　
北
陸
税
理
士
政

治
連
盟
後
援
会
会
長
連
絡

会
議
に
南
条
後
援
会
対
策

委
員
長
が
出
席

議
員
連
盟
ニ
ュ
ー
ス

　
自
民
党
の
税
理
士
制
度

改
革
推
進
議
員
連
盟
に
、

新
た
に
次
の
議
員
が
入
会

し
た
。
こ
れ
に
よ
り
同
議

連
メ
ン
バ
ー
は
２
４
９
人

（衆
議
院
議
員
１
９
３
人
、

参
議
院
議
員
�
人
）
と
な

っ
た
。
（
平
成
�
年
１
月

�
日
現
在
）

若
狭
　
勝

衆
・比
例
東
京

岡
下
昌
平

衆
・比
例
近
畿

穴
見
陽
一

衆
・比
例
九
州

宮
路
拓
馬

衆
・比
例
九
州

　
日
税
政
の
井
戸
本
泰
次

政
策
委
員
長
、
渡
邉
輝
男

国
対
委
員
長
、
柳
下
高
夫

・
前
川
武
政
国
対
副
委
員

長
、
秋
山
典
久
国
対
委
員

は
�
月
�
日
、
自
民
党
税

制
調
査
会
の
イ
ン
ナ
ー

（
非
公
式
幹
部
会
）
の
メ

ン
バ
ー
を
中
心
に
�
人
の

国
会
議
員
に
対
し
て
、
平

成
�
年
度
税
制
改
正
に
関

す
る
要
望
を
行
っ
た
。

　
国
会
議
員
に
対
し
て

は
、
最
重
点
事
項
で
あ
る

①
消
費
税
の
単
一
税
率
を

維
持
す
る
こ
と
②
事
業
税

の
外
形
標
準
課
税
は
中
小

企
業
に
は
導
入
し
な
い
こ

と
③
法
人
税
の
欠
損
金
の

繰
越
控
除
限
度
額
を
一
律

に
縮
減
し
な
い
こ
と
、
の

３
項
目
を
中
心
に
要
望
。

そ
の
他
、
自
民
党
税
制
調

査
会
で
検
討
さ
れ
て
い
る

財
産
債
務
明
細
書
の
見
直

し
に
つ
い
て
は
検
討
不
十

分
で
あ
り
、
見
直
し
前
に

税
理
士
会
の
意
見
を
聞
い

て
ほ
し
い
旨
説
明
し
た
。

　
な
お
、
与
党
は
、
平
成

�
年
度
税
制
改
正
大
綱

を
、
衆
院
選
の
た
め
議
論

が
中
断
と
な
り
、
例
年
よ

り
も
遅
い
�
月
�
日
に
取

り
ま
と
め
た
。
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与
党
は
�
月
�
日
、
平
成
�

年
度
税
制
改
正
大
綱
を
決
定
し

た
。
衆
議
院
総
選
挙
に
よ
る
議

論
中
断
の
た
め
年
末
ぎ
り
ぎ
り

の
決
定
と
な
っ
た
。

　
経
済
再
生
と
財
政
健
全
化
を

両
立
す
る
た
め
、
�
年
�
月
予

定
の
消
費
税
率
�
％
へ
の
引
き

上
げ
は
�
年
４
月
と
し
、
「
景

気
判
断
条
項
」
を
付
さ
ず
に
確

実
に
引
き
上
げ
る
と
し
た
。
消

費
税
の
軽
減
税
率
に
つ
い
て
は

「
関
係
事
業
者
を
含
む
国
民
の

理
解
を
得
た
上
で
、
税
率
�
％

時
に
導
入
。
�
年
度
か
ら
の
導

入
を
目
指
し
て
、
対
象
品
目
、

区
分
経
理
、
安
定
財
源
等
に
つ

い
て
早
急
に
具
体
的
な
検
討
を

進
め
る
」
と
し
た
。
日
税
政
・

日
税
連
は
対
象
品
目
、
納
税
義

務
者
の
事
務
負
担
等
多
く
の
問

題
か
ら
当
面
は
単
一
税
率
を
維

持
す
べ
き
で
あ
る
と
主
張
し
て

き
た
。
こ
れ
ら
の
問
題
へ
の
影

響
が
少
な
く
な
る
よ
う
、
慎
重

な
検
討
を
望
み
た
い
。

　
今
回
の
大
綱
の
柱
は
「
成
長

志
向
に
重
点
を
置
い
た
法
人
税

改
革
」
で
あ
る
。
デ
フ
レ
脱
却

・
経
済
再
生
を
よ
り
確
実
な
も

の
に
し
て
い
く
た
め
、
税
制
で

も
企
業
が
収
益
力
を
高
め
、
賃

上
げ
に
積
極
的
に
取
り
組
め
る

よ
う
、
�
年
度
改
正
で
は
課
税

ベ
ー
ス
の
拡
大
等
に
よ
り
財
源

を
確
保
し
つ
つ
、
経
済
の
好
循

環
を
力
強
く
後
押
し
す
る
た
め

に
先
行
減
税
を
行
う
。
国
・
地

方
を
通
じ
た
法
人
実
効
税
率

（
現
行
�
・
�
％
）
を
�
年
度

�
・
�
％
、
�
年
度
�
・
�
％

に
引
き
下
げ
、
そ
の
後
の
改
正

で
も
６
月
に
閣
議
決
定
し
た

「
数
年
で
�
％
台
に
下
げ
る
」

こ
と
を
目
指
す
。
一
方
、
減
税

の
財
源
と
な
る
「
法
人
事
業
税

の
外
形
標
準
課
税
の
拡
大
」「欠

損
金
繰
越
控
除
の
縮
小
」
等
に

つ
い
て
は
、
大
法
人
中
心
の
改

革
を
行
う
と
し
て
、
我
々
の
最

重
要
要
望
項
目
で
あ
っ
た
中
小

企
業
へ
の
配
慮
が
な
さ
れ
た
。

　
そ
の
他
の
改
正
に
つ
い
て
も

「
国
境
を
越
え
た
役
務
に
対
す

る
消
費
税
の
課
税
の
見
直
し
」

「
外
国
子
会
社
配
当
益
金
不
算

入
制
度
の
見
直
し
」
等
の
要
望

項
目
が
取
り
上
げ
ら
れ
た
。

　
こ
れ
ら
の
結
果
は
、
日
税
政

が
日
税
連
と
の
連
携
の
下
、
単

位
税
政
連
、
後
援
会
を
通
じ
、

関
係
国
会
議
員
や
各
党
の
税
理

士
制
度
議
員
連
盟
、
税
制
調
査

会
等
に
対
し
情
報
収
集
と
陳
情

に
努
め
て
き
た
こ
と
に
よ
る
も

の
で
あ
る
。

　
安
倍
政
権
は
「
三
本
の
矢
」

か
ら
な
る
経
済
政
策
「
ア
ベ
ノ

ミ
ク
ス
」を
推
進
し
て
き
た
が
、

消
費
税
８
％
増
税
後
減
速
す
る

景
気
を
刺
激
す
る
た
め
、
あ
ら

ゆ
る
措
置
を
講
じ
た
。
野
田
毅

自
民
党
税
制
調
査
会
長
は
「
企

業
が
お
金
を
た
め
込
む
の
で
は

な
く
、
有
効
に
お
金
を
活
用
し

て
も
ら
う
の
が
（税
制
改
正
の
）

主
眼
だ
」
と
語
っ
た
。
企
業
収

益
の
拡
大
が
賃
金
・
雇
用
の
拡

大
に
つ
な
が
り
、
消
費
・
投
資

の
増
加
を
通
じ
て
さ
ら
な
る
企

業
収
益
に
結
び
付
く
と
い
う
経

済
の
好
循
環
が
実
現
す
る
こ
と

を
心
か
ら
願
う
。

立春（春はもうすぐ）

春眠暁を覚えずどころじゃないよ

　
日
税
政
は
、
平
成
�
年
度
税
制
改
正
等
に

関
し
て
、
単
位
税
政
連
・
税
理
士
に
よ
る
後

援
会
を
通
じ
て
国
会
議
員
に
対
し
て
陳
情
を

行
い
、
税
理
士
会
の
要
望
へ
の
理
解
を
求
め

て
い
る
。
本
紙
で
は
、
各
税
政
連
に
よ
る
陳

情
活
動
の
写
真
を
掲
載
し
、
活
動
の
模
様
を

紹
介
す
る
。
（
順
不
同
）

あ
か
ま
二
郎
議
員

（
自
民
・
神
奈
川
�
区
）

牧
山
ひ
ろ
え
議
員

（
民
主
・
神
奈
川
選
挙
区
）

大
島
敦
議
員

（
民
主
・
埼
玉
６
区
）

石
井
啓
一
議
員

（
公
明
・
比
例
北
関
東
）

小
沢
一
郎
議
員

（
生
活
・
岩
手
４
区
）

金
子
一
義
議
員

（
自
民
・
岐
阜
４
区
）

斎
藤
嘉
隆
議
員

（
民
主
・
愛
知
選
挙
区
）

川
崎
二
郎
議
員

（
自
民
・
三
重
１
区
）

橘
慶
一
郎
議
員

（
自
民
・
富
山
３
区
）

中
川
雅
治
議
員

（
自
民
・
東
京
選
挙
区
）

今
津
寛
議
員

（
自
民
・
比
例
北
海
道
）

園
田
博
之
議
員

（
次
世
代
・
熊
本
４
区
）

國
場
幸
之
助
議
員

（
自
民
・
比
例
九
州
）

金
子
原
二
郎
議
員

（
自
民
・
長
崎
選
挙
区
）

岡
田
直
樹
議
員

（
自
民
・
石
川
選
挙
区
）
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―　デフレ脱却・経済再生をより確実なものにしていく観点から、成長志向に重点を置いた法人税改革、高齢
者層から若年層への資産の早期移転を通じた住宅市場の活性化など、経済の好循環の着実な実現に資する措
置を講ずる。

―　人口減少及び地方における人口流出等の構造的な課題を克服するため、東京一極集中の是正や若い世代の
結婚・子育ての希望の実現等を通じた地方創生に向けて税制措置を講ずる。

―　Ｇ�・ＯＥＣＤが推進している「ＢＥＰＳプロジェクト」等の取組みの趣旨を踏
まえ、クロスボーダーの取引や人の動きに係る課税の適正化に向けて取り組む。

○成長志向に重点を置いた
法人税改革

・「課税ベースを拡大しつつ税率を引き下げる」ことにより、法人課税を成長志向型の構造に変える。より広く負
担を分かち合い、「稼ぐ力」のある企業等の税負担を軽減することで、企業の収益力を向上させる取組みを後押し

・�年度を初年度とし、以後数年で、法人実効税率を�％台まで引き下げることを目指す
　―　�年度改正：①欠損金繰越控除の見直し、②受取配当等益金不算入の見直し、③法人事業税の外形標準課税

の拡大、④租税特別措置の見直しにより、財源を確保（中小企業に配慮して、大企業中心に改
革）。先行減税分をあわせて、�年度▲２．５１％、�年度▲３．２９％の引下げを決定

　―　�年度改正：課税ベースの拡大等により財源を確保して、�年度における税率引下げ幅の更なる上乗せを図
る（▲３．２９％＋α）

　―　その後の年度の改正においても、改革を継続
・所得拡大促進税制の拡充などにより、賃上げの取組みを後押し

○住宅取得等資金に係る贈与
　税の非課税措置の延長・拡充

・足元の住宅市場活性化策及び消費税率�％への引上げ（平成�年４月）に伴う駆け込み・反動減対策の観点から、
適用期限を延長した上で拡充（非課税枠：１，０００万円⇒最大３，０００万円）

○ＮＩＳＡの拡充
　

・ジュニアＮＩＳＡを創設（�歳未満の者の口座開設を可能に。年間投資上限額�万円）
・投資上限額を引上げ（年間１００万円⇒１２０万円）

○地方拠点強化税制の創設 ・地域再生法の新たな枠組みの下、企業の本社機能等に関し、東京圏から地方への移転、又は地方における拡充の
取組みを支援するため、税制措置を創設

　※東京�区からの移転の場合
　　①本社等の建物に係る投資減税：特別償却�％�税額控除７％（�・�年度、�年度は４％）
　　②雇用促進税制の特例‥地方拠点の増加雇用者数１人当たり最大�万円の税額控除

（最大の場合、３年間合計で１４０万円）

○ふるさと納税の拡充 ・住民税の特例控除額を拡充（上限：個人住民税所得割の１割⇒２割）
・申告手続きを簡素化（確定申告を行わない給与所得者等について、寄附先の団体が本人に代わって控除手続を行
う「ふるさと納税ワンストップ特例」を創設）

○外国人旅行者向け消費税
免税制度の拡充

・商店街やショッピングモール内などにおける消費税の免税手続きを、「免税手続カウンター」でまとめて行える
ようにする

○結婚・子育て資金の一括
贈与に係る贈与税の非課
税措置の創設

・祖父母や両親の資産を早期に移転することを通じて、子や孫の結婚・出産・育児を後押しするため、これらに要
する資金の一括贈与に係る非課税措置を創設（非課税枠：１，０００万円）

　

○消費税率�％への引上げ施行日の変更：平成�年�月１日⇒平成�年４月１日

○景気判断条項（税制抜本改革法附則�条３項）の削除

○住宅ローン減税等の適用期限の変更：平成�年�月�日⇒平成�年６月�日
※一般の住宅取得に係る給付措置（すまい給付金）等の対象期間についても、１年半延長

（注）消費税率�％段階の自動車取得税廃止等の措置、地方法人課税の偏在是正措置は、平成�年度以降の税制改正で結論

○国境を越えた役務の提供に
　対する消費税の課税の見直し

・国内外の事業者間の競争条件の公平性を確保する観点から、国外事業者が国境を越えて行う電子書籍・音楽・広
告の配信等の電子商取引を消費税の課税対象とする

○外国子会社配当益金不算
入制度の適正化

・国際的な二重非課税を防止する観点から、外国子会社において損金に算入される配当を外国子会社配当益金不算
入制度の適用対象から除外

○出国時における譲渡所得
課税の特例の創設

・クロスボーダーでの課税逃れを防止する観点から、巨額の含み益（未実現のキャピタルゲイン）を有する株式等
を保有して出国する者に対する譲渡所得課税の特例を創設

○非居住者に係る金融口座情
　報の自動的交換制度の整備

・非居住者の金融口座情報を各国税務当局と自動的に交換するため、金融機関に対し非居住者の金融口座情報の報
告を求める制度を整備

○少子化への対応、働き方の選択に対する中立性の確保等の観点からの個人所得課税の見直し

○消費税の軽減税率

（検討課題）

○車体課税の見直し ・エコカー減税（自動車重量税・自動車取得税）について、燃費基準の円滑な移行や足元の自動車消費の喚起の観
点から、２年間の経過的な措置として、減免税車の対象範囲を見直し

・軽自動車税について、一定の環境性能を有する四輪車等について、燃費性能に応じた軽課を導入。二輪車等の税
率引上げの適用開始を１年間延期し、平成�年度分からとする

○たばこ税（旧３級品） ・旧３級品の紙巻たばこ（わかば、ゴールデンバットなど国産６銘柄）に対する特例税率（一般税率よりも低い税
率）について、ＷＴＯ協定等の内外無差別原則の遵守を確実なものとするため、段階的に縮減・廃止

○円滑・適正な納税のための環境整備

・国外扶養親族に係る
扶養控除の適正化

・国外居住親族に係る扶養控除等の適用の適正化の観点から、適用を受ける納税者に対し、親族関係書類等の添付
等を義務づけ

・マイナンバーが付さ
れた預貯金情報の効
率的な利用に係る措
置

・マイナンバーが付された預貯金情報を税務手続において効率的に利用する観点から、銀行等に対し預貯金情報を
マイナンバーにより検索可能な状態で管理することを義務づけ

　
　

等

○福島再開投資等準備金制
度の創設

・福島の避難解除区域等に帰還して事業を再開しようとする事業者を対象に、投資費用を積み立てやすくするため
の準備金制度を創設

○福島復興再生拠点市街地
形成施設に係る譲渡所得
の特例措置

・「一団地の福島復興再生拠点市街地形成施設」（仮称）の整備のために土地を譲渡した場合に、５，０００万円特別
控除等を適用
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【改革の趣旨】

○欧米各国も行ってきたように「課税ベースを拡大しつつ税率を引き下げる」ことにより、法人課税を成長志向型の構造に変える。より広く負担を

分かち合い、「稼ぐ力」のある企業等の税負担を軽減することで、企業の収益力の改善に向けた投資等がより積極的になり、それが成長につなが

っていくように、法人課税の構造を改革する。

○この改革を通じて、企業が収益力を高めれば、継続的な賃上げが可能な体質となり、より積極的な賃上げへの取組みが可能となる。所得拡大促進

税制の要件を更に緩和するとともに、法人事業税（外形標準課税）においても新たに所得拡大促進税制を導入し、企業の賃上げへの動き出しを一

層力強く後押しする。

【改革の枠組み】

○�年度を初年度とし、以後数年で、法人実効税率（現行‥３４．６２％）を�％台まで引き下げることを目指す。その際、制度改正を通じた課税ベー

スの拡大等により、恒久財源をしっかりと確保する。

　�年度改正では、課税ベースの拡大等（下記①～④参照）により財源を確保しつつ、経済の好循環を力強く後押しするために先行減

税を行い、法人実効税率について、�年度▲２．５１％・�年度▲３．２９％の引下げを決定する。

中小企業への影響に配慮し、大企業中心の改革とする。

　�年度改正においても、課税ベースの拡大等により財源を確保して、�年度における税率引下げ幅の更なる上乗せを図る（▲３．２９％

＋α）。さらに、その後の年度の税制改正においても、法人実効税率を�％台まで引き下げることを目指して、改革を継続する。

○法人税（国）
＜法人税の税率引下げ＞　 （現行２５．５％→２３．９％）　　　　　▲６，７００程度
＜課税ベースの拡大等による財源確保＞
①欠損金繰越控除の見直し　（控除限度�％→�％）（�～）　＋４，０００程度
　　　　　　　　　　　　　　　（うち�％→�％）（��）（＋１，９００程度）
②受取配当等益金不算入の見直し　　　　　　　　　　　　　　＋　９００程度
④租税特別措置の見直し　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋１，８００程度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　計　（�～）　＋６，７００程度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（��）（＋４，６００程度）
合　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（�～）　▲　　０程度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（��）（▲２，１００程度）

（単位‥億円）
　
（注）平年度ベース

� �企業部門に対して、○○の
２事業年度にわたり、各年
度▲２，１００程度の先行減税
となる

現行 �年度 �年度

法人税率 ２５．５％ ２３．９％ ２３．９％

法人事業税所得割（標準税率） ７．２％ ６．０％ ４．８％

国・地方の法人実効税率 ３４．６２％ ３２．１１％
（▲２．５１％）

３１．３３％
（▲３．２９％）

○法人実効税率の引下げ
※�年度税制改正においても、課税ベースの拡大等
により財源を確保して、平成�年度における税率引
下げ幅の更なる上乗せを図る（▲３．２９％＋α）。そ
の後の年度の税制改正においても、引き続き、法人
実効税率を�％台まで引き下げることを目指して、
改革を継続する。（＝改革の第２段階）

○中小法人課税　（資本金１億円以下を中小法人として一律に扱っていることの妥当性について、実態を丁寧に検証しつつ、検討。一部の黒字法人に

税負担が偏っている状況を踏まえつつ、中小法人課税の全般にわたり、幅広い観点から検討）

○公益法人等課税（非収益事業における民間競合の状況等について実態を丁寧に検証しつつ、引き続き検討）

○協同組合等課税（特に軽減税率のあり方について、実態を丁寧に検証しつつ、今般の法人税改革の趣旨に沿って、引き続き検討）

○法人事業税（地方）
＜所得割の税率引下げ＞　　（現行‥７．２％→４，８％）（�～）　▲６，６００程度
　　　　　　　　　　　　　　（うち７．２％→６．０％）（�）　（▲３，３００程度）
＜課税ベースの拡大等による財源確保＞
③外形標準課税の拡大　　　　　（全体の２／８→４／８）（�～）　＋６，６００程度
　　　　　　　　　　　　　　　　（うち２／８→３／８）（�）　（＋３，３００程度）
合　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（�～）　　　　０程度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（�）　　　（　０程度）

（単位‥億円）
　
（注１）平年度ベース
（注２）�年度課税状況速
報値をもとにした概算試算

【賃上げへの配慮措置（�年度改正）】

○�・�年度において、法人税の先行減税を行い、経済の好循環の定着を力強く後押し。

○法人税の所得拡大促進税制における給与等支給額の増加要件（現行‥�年度＋３％→�年度＋５％→�年度＋５％（基本的に�年度比））について、

毎年度１％ずつ上乗せする形へと要件を緩和し、継続して着実に賃上げに取り組む企業をサポートする。さらに、中小法人については、�～�年度の

要件を３％で一定とし、賃上げへのインセンティブを高める。

○法人事業税（外形標準課税）においても、法人税の所得拡大促進税制の要件を満たす場合は、給与等支給額の増加分を付加価値割の課税ベースから控

除する制度を導入する（地方版「所得拡大促進税制」）。

【課税ベースの拡大等による財源確保と税率引下げ（�年度改正）】　　　　　計数は精査中であり、相当の異動がありうる

【今後の検討課題①（第２段階）】

○改革の第２段階における法人実効税率の引下げの財源を確保するため、課税ベースの拡大等について幅広く検討する。

＜具体的な検討課題＞

　◇大法人向けの法人事業税の外形標準課税の更なる拡大（�年度税制改正の実施状況も踏まえつつ、引き続き検討）

　　※外形標準課税の適用対象法人のあり方については、地域経済・企業経営への影響も踏まえながら引き続き慎重に検討

　◇生産性向上設備投資促進税制（�年度末期限）

　　所得拡大促進税制（�年度末期限）　　　　　　　 　（経済の好循環の定着状況等を踏まえつつ、取扱いについて検討）

　　研究開発税制（増加型・高水準型は�年度末期限）

　◇減価償却（中小事業者等への影響に留意しつつ、経済の好循環の定着状況等を見極めながら、定額法への一本化について検討）

　◇法人事業税の損金不算入化

　◇租税特別措置

【今後の検討課題②】

【課税ベースの拡大等（�年度改正）】

①欠損金繰越控除の見直し（法人税）

　◇欠損金の繰越控除制度が課税ベースを大きく侵食している状況を改善するとともに、控除制限を受けたくない企業には収益改善のインセンティブを

もたらすよう、大法人の控除限度（現行‥所得の�％）を、�年度に「所得の�％」、�年度に「所得の�％」に引き下げる。

　◇再建中の法人や新設法人への影響に配慮し、７年間は所得の全額を控除可能とする特例を導入する。（上場等の場合は、以後の事業年度は対象外と

する。また、本特例の導入にあわせて、�年度改正の経過措置は、本特例に統合して廃止する。）

　◇繰越期間（現行‥９年間）については、いたずらに延長するとより長期にわたり税金を節約できるようになり、早期の収益改善の逆インセンティブ

になることや、帳簿保存期間などとの整合性を踏まえ、�年に延長する（�年度に生じた欠損金から適用）。

②受取配当等益金不算入の見直し（法人税）

　◇支配目的の株式と、それ以外の目的（例えば、資産運用目的）の株式等との間で、取扱いを分ける。

　◇「支配目的の株式（＝持株比率が高い株式）」への投資については、経営形態の選択や企業グループの構成に税制が影響を及ぼすことのないように

１００％益金不算入としつつ、持株比率の基準（現行‥�％以上）を「１／３超」に引き上げる。

　◇「支配目的が乏しい株式等（＝持株比率が低い株式等）」への投資は、他の投資機会（例えば、債券投資）との選択を歪めないように、益金不算入

割合（現行‥�％）を引き下げることとし、持株比率５％以下の場合は�％益金不算入（ＥＴＦ以外の株式投資信託は全額益金算入）とする。

③外形標準課税の拡大（法人事業税）

　◇地方法人課税における応益課税を強化し、企業が「稼ぐ力」を高めるインセンティブともなるよう、大法人の法人事業税のうち、外形標準課税（現

行‥全体の２／８）を、�年度に「全体の３／８」、�年度に「全体の４／８」に拡大する。（これにあわせて、所得割の税率（現行‥７．２％）を引き下げる。）

　◇賃上げへの配慮措置（所得拡大促進税制の導入）や、一定規模以下の法人の負担変動に対する配慮措置（付加価値額�億円以下の法人において、外

形標準課税の拡大により負担増となる場合、負担増分の１／２を軽減する等）を講ずる。

④租税特別措置の見直し（法人税）

　◇研究開発税制（総額型）

　　・控除限度額の総枠は「法人税額の�％」を維持しつつ、オープンイノベーションを推進する観点から、共同研究・委託研究などの「特別試験研究

費」については、控除限度を別枠化（５％）する。（限度超過額の繰越制度は廃止。）

　　・「特別試験研究費」の範囲を拡充するとともに、税額控除率を引き上げる。

　◇今回期限が到来する�措置についてゼロベースで検討し、�措置について見直しを行う。

成長志向に重点を置いた法人税改革

日　本　税　政　連（５） 第５０６号平成２７年（２０１５年）２月１日（日曜日） （第三種郵便物認可）　
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■
東
京
税
政
連
■

山
田
　
美
樹
　
自
　
東
京
１
区

若
宮
　
健
嗣
　
自
　
東
京
５
区

石
原
　
伸
晃
　
自
　
東
京
８
区

菅
原
　
一
秀
　
自
　
東
京
９
区

下
村
　
博
文
　
自
　
東
京
�
区

鴨
下
　
一
郎
　
自
　
東
京
�
区

柿
沢
　
未
途
　
維
　
東
京
�
区

土
屋
　
正
忠
　
自
　
東
京
�
区

松
本
　
洋
平
　
自
　
東
京
�
区
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原
　
誠
二
　
自
　
東
京
�
区

小
田
原
　
潔
　
自
　
東
京
�
区

秋
元
　
　
司
　
自
　
比
例
東
京

竹
谷
と
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子
　
公
　
東
京
選
挙
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川
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自
　
東
京
選
挙
区

山
口
那
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公
　
東
京
選
挙
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三
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挙
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■
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連
■

菅
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２
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小
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八
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自
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川
３
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慶
一
郎
　
無
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奈
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４
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上
田
　
　
勇
　
公
　
神
奈
川
６
区

鈴
木
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祐
　
自
　
神
奈
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７
区

笠
　
　
浩
史
　
民
　
神
奈
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９
区

田
中
　
和
德
　
自
　
神
奈
川
�
区

星
野
　
剛
士
　
自
　
神
奈
川
�
区

甘
利
　
　
明
　
自
　
神
奈
川
�
区

河
野
　
太
郎
　
自
　
神
奈
川
�
区

牧
島
か
れ
ん
　
自
　
神
奈
川
�
区

山
際
大
志
郎
　
自
　
神
奈
川
�
区

中
谷
　
真
一
　
自
　
比
例
南
関
東

堀
内
　
詔
子
　
自
　
比
例
南
関
東

ふ
く
だ
峰
之
　
自
　
比
例
南
関
東

本
村
賢
太
郎
　
民
　
比
例
南
関
東

古
屋
　
範
子
　
公
　
比
例
南
関
東

小
泉
　
昭
男
　
自
　
神
奈
川
選
挙
区

金
子
　
洋
一
　
民
　
神
奈
川
選
挙
区

島
村
　
　
大
　
自
　
神
奈
川
選
挙
区

佐
々
木
さ
や
か
　
公
　
神
奈
川
選
挙
区

牧
山
ひ
ろ
え
　
民
　
神
奈
川
選
挙
区

■
千
葉
県
税
政
連
■

小
林
　
鷹
之
　
自
　
千
葉
２
区

松
野
　
博
一
　
自
　
千
葉
３
区

薗
浦
健
太
郎
　
自
　
千
葉
５
区

渡
辺
　
博
道
　
自
　
千
葉
６
区

齋
藤
　
　
健
　
自
　
千
葉
７
区

櫻
田
　
義
孝
　
自
　
千
葉
８
区

森
　
　
英
介
　
自
　
千
葉
�
区

白
須
賀
貴
樹
　
自
　
千
葉
�
区

奥
野
総
一
郎
　
民
　
比
例
南
関
東

富
田
　
茂
之
　
公
　
比
例
南
関
東

小
西
　
洋
之
　
民
　
千
葉
選
挙
区

猪
口
　
邦
子
　
自
　
千
葉
選
挙
区

豊
田
　
俊
郎
　
自
　
千
葉
選
挙
区

長
浜
　
博
行
　
民
　
千
葉
選
挙
区

■
関
東
信
越
税
政
連
■

額
賀
福
志
郎
　
自
　
茨
城
２
区

梶
山
　
弘
志
　
自
　
茨
城
４
区

船
田
　
　
元
　
自
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木
１
区
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木
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充
　
自
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５
区
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田
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郎
　
自
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１
区
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野
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郎
　
自
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馬
２
区
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川
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自
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馬
３
区

福
田
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自
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４
区
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子
　
自
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５
区
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孝
　
自
　
埼
玉
２
区
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川
田
仁
志
　
自
　
埼
玉
３
区
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野
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男
　
民
　
埼
玉
５
区

大
島
　
　
敦
　
民
　
埼
玉
６
区

神
山
　
佐
市
　
自
　
埼
玉
７
区

柴
山
　
昌
彦
　
自
　
埼
玉
８
区

大
塚
　
　
拓
　
自
　
埼
玉
９
区

小
泉
　
龍
司
　
無
　
埼
玉
�
区

土
屋
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子
　
自
　
埼
玉
�
区

三
ツ
林
裕
巳
　
自
　
埼
玉
�
区

田
中
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生
　
自
　
埼
玉
�
区
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川
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也
　
自
　
比
例
北
関
東

中
根
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幸
　
自
　
比
例
北
関
東
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岡
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子
　
自
　
比
例
北
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東
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宮
山
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子
　
民
　
比
例
北
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東
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正
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一
　
民
　
比
例
北
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東

福
島
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享
　
民
　
比
例
北
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東
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関
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史
　
維
　
比
例
北
関
東

石
井
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一
　
公
　
比
例
北
関
東

石
﨑
　
　
徹
　
自
　
新
潟
１
区

細
田
　
健
一
　
自
　
新
潟
２
区

金
子
　
恵
美
　
自
　
新
潟
４
区

長
島
　
忠
美
　
自
　
新
潟
５
区

髙
鳥
　
修
一
　
自
　
新
潟
６
区

務
台
　
俊
介
　
自
　
長
野
２
区

後
藤
　
茂
之
　
自
　
長
野
４
区

宮
下
　
一
郎
　
自
　
長
野
５
区

鷲
尾
英
一
郎
　
民
　
比
例
北
陸
信
越

菊
田
真
紀
子
　
民
　
比
例
北
陸
信
越

西
村
智
奈
美
　
民
　
比
例
北
陸
信
越

岡
田
　
　
広
　
自
　
茨
城
選
挙
区

上
月
　
良
祐
　
自
　
茨
城
選
挙
区

上
野
　
通
子
　
自
　
栃
木
選
挙
区

高
橋
　
克
法
　
自
　
栃
木
選
挙
区

山
本
　
一
太
　
自
　
群
馬
選
挙
区

関
口
　
昌
一
　
自
　
埼
玉
選
挙
区

西
田
　
実
仁
　
公
　
埼
玉
選
挙
区

古
川
　
俊
治
　
自
　
埼
玉
選
挙
区

矢
倉
　
克
夫
　
公
　
埼
玉
選
挙
区

中
原
　
八
一
　
自
　
新
潟
選
挙
区

塚
田
　
一
郎
　
自
　
新
潟
選
挙
区

若
林
　
健
太
　
自
　
長
野
選
挙
区

吉
田
　
博
美
　
自
　
長
野
選
挙
区

羽
田
雄
一
郎
　
民
　
長
野
選
挙
区

■
近
畿
税
政
連
■

う
え
の
賢
一
郎
　
自
　
滋
賀
２
区

武
村
　
展
英
　
自
　
滋
賀
３
区

武
藤
　
貴
也
　
自
　
滋
賀
４
区

伊
吹
　
文
明
　
自
　
京
都
１
区

前
原
　
誠
司
　
民
　
京
都
２
区

左
藤
　
　
章
　
自
　
大
阪
２
区

中
山
　
泰
秀
　
自
　
大
阪
４
区

國
重
　
　
徹
　
公
　
大
阪
５
区

と
か
し
き
な
お
み

　
自
　
大
阪
７
区

大
塚
　
高
司
　
自
　
大
阪
８
区

原
田
　
憲
治
　
自
　
大
阪
９
区

佐
藤
ゆ
か
り
　
自
　
大
阪
�
区

北
川
　
知
克
　
自
　
大
阪
�
区

竹
本
　
直
一
　
自
　
大
阪
�
区

北
側
　
一
雄
　
公
　
大
阪
�
区

馬
場
　
伸
幸
　
維
　
大
阪
�
区

関
　
　
芳
弘
　
自
　
兵
庫
３
区

中
野
　
洋
昌
　
公
　
兵
庫
８
区

西
村
　
康
稔
　
自
　
兵
庫
９
区

松
本
　
剛
明
　
民
　
兵
庫
�
区

馬
淵
　
澄
夫
　
民
　
奈
良
１
区

高
市
　
早
苗
　
自
　
奈
良
２
区

奥
野
　
信
亮
　
自
　
奈
良
３
区

田
野
瀬
太
道
　
自
　
奈
良
４
区

石
田
　
真
敏
　
自
　
和
歌
山
２
区

二
階
　
俊
博
　
自
　
和
歌
山
３
区

大
西
　
宏
幸
　
自
　
比
例
近
畿

安
藤
　
　
裕
　
自
　
比
例
近
畿

盛
山
　
正
仁
　
自
　
比
例
近
畿

泉
　
　
健
太
　
民
　
比
例
近
畿

川
端
　
達
夫
　
民
　
比
例
近
畿

田
島
　
一
成
　
民
　
比
例
近
畿

平
野
　
博
文
　
民
　
比
例
近
畿

小
沢
　
鋭
仁
　
維
　
比
例
近
畿

松
浪
　
健
太
　
維
　
比
例
近
畿

林
　
久
美
子
　
民
　
滋
賀
選
挙
区

福
山
　
哲
郎
　
民
　
京
都
選
挙
区

西
田
　
昌
司
　
自
　
京
都
選
挙
区

北
川
イ
ッ
セ
イ
　
自
　
大
阪
選
挙
区

尾
立
　
源
幸
　
民
　
大
阪
選
挙
区

杉
　
　
久
武
　
公
　
大
阪
選
挙
区

前
川
　
清
成
　
民
　
奈
良
選
挙
区

堀
井
　
　
巌
　
自
　
奈
良
選
挙
区

鶴
保
　
庸
介
　
自
　
和
歌
山
選
挙
区

■
北
海
道
税
政
連
■

横
路
　
孝
弘
　
民
　
北
海
道
１
区

吉
川
　
貴
盛
　
自
　
北
海
道
２
区

中
村
　
裕
之
　
自
　
北
海
道
４
区

町
村
　
信
孝
　
自
　
北
海
道
５
区

佐
々
木
隆
博
　
民
　
北
海
道
６
区

伊
東
　
良
孝
　
自
　
北
海
道
７
区

逢
坂
　
誠
二
　
民
　
北
海
道
８
区

堀
井
　
　
学
　
自
　
北
海
道
９
区

中
川
　
郁
子
　
自
　
北
海
道
�
区

武
部
　
　
新
　
自
　
北
海
道
�
区

前
田
　
一
男
　
自
　
比
例
北
海
道

荒
井
　
　
聰
　
民
　
比
例
北
海
道

佐
藤
　
英
道
　
公
　
比
例
北
海
道

長
谷
川
　
岳
　
自
　
北
海
道
選
挙
区

伊
達
　
忠
一
　
自
　
北
海
道
選
挙
区

小
川
　
勝
也
　
民
　
北
海
道
選
挙
区

■
東
北
税
政
連
■

津
島
　
　
淳
　
自
　
青
森
１
区

江
渡
　
聡
徳
　
自
　
青
森
２
区

大
島
　
理
森
　
自
　
青
森
３
区

木
村
　
太
郎
　
自
　
青
森
４
区

階
　
　
　
猛
　
民
　
岩
手
１
区

鈴
木
　
俊
一
　
自
　
岩
手
２
区

小
沢
　
一
郎
　
生
　
岩
手
４
区

秋
葉
　
賢
也
　
自
　
宮
城
２
区

西
村
　
明
宏
　
自
　
宮
城
３
区

安
住
　
　
淳
　
民
　
宮
城
５
区

冨
樫
　
博
之
　
自
　
秋
田
１
区

金
田
　
勝
年
　
自
　
秋
田
２
区

御
法
川
信
英
　
自
　
秋
田
３
区

遠
藤
　
利
明
　
自
　
山
形
１
区

吉
野
　
正
芳
　
自
　
福
島
５
区

菅
家
　
一
郎
　
自
　
比
例
東
北

高
橋
比
奈
子
　
自
　
比
例
東
北

勝
沼
　
栄
明
　
自
　
比
例
東
北

近
藤
　
洋
介
　
民
　
比
例
東
北

村
岡
　
敏
英
　
維
　
比
例
東
北

井
上
　
義
久
　
公
　
比
例
東
北

山
崎
　
　
力
　
自
　
青
森
選
挙
区

櫻
井
　
　
充
　
民
　
宮
城
選
挙
区

愛
知
　
治
郎
　
自
　
宮
城
選
挙
区

石
井
　
浩
郎
　
自
　
秋
田
選
挙
区

中
泉
　
松
司
　
自
　
秋
田
選
挙
区

増
子
　
輝
彦
　
民
　
福
島
選
挙
区

岩
城
　
光
英
　
自
　
福
島
選
挙
区

■
名
古
屋
税
政
連
■

野
田
　
聖
子
　
自
　
岐
阜
１
区

棚
橋
　
泰
文
　
自
　
岐
阜
２
区

武
藤
　
容
治
　
自
　
岐
阜
３
区

金
子
　
一
義
　
自
　
岐
阜
４
区

古
屋
　
圭
司
　
自
　
岐
阜
５
区

古
川
　
元
久
　
民
　
愛
知
２
区

赤
松
　
広
隆
　
民
　
愛
知
５
区

伊
藤
　
忠
彦
　
自
　
愛
知
８
区

鈴
木
　
淳
司
　
自
　
比
例
東
海

神
田
　
憲
次
　
自
　
比
例
東
海

渡
辺
　
猛
之
　
自
　
岐
阜
選
挙
区

大
野
　
泰
正
　
自
　
岐
阜
選
挙
区

■
東
海
税
政
連
■

上
川
　
陽
子
　
自
　
静
岡
１
区

井
林
　
辰
憲
　
自
　
静
岡
２
区

宮
澤
　
博
行
　
自
　
静
岡
３
区

望
月
　
義
夫
　
自
　
静
岡
４
区

細
野
　
豪
志
　
民
　
静
岡
５
区

渡
辺
　
　
周
　
民
　
静
岡
６
区

城
内
　
　
実
　
自
　
静
岡
７
区

塩
谷
　
　
立
　
自
　
静
岡
８
区

丹
羽
　
秀
樹
　
自
　
愛
知
６
区

江
﨑
　
鐵
磨
　
自
　
愛
知
�
区

古
本
伸
一
郎
　
民
　
愛
知
�
区

田
村
　
憲
久
　
自
　
三
重
４
区

青
山
　
周
平
　
自
　
比
例
東
海

大
見
　
　
正
　
自
　
比
例
東
海

八
木
　
哲
也
　
自
　
比
例
東
海

島
田
　
佳
和
　
自
　
比
例
東
海

鈴
木
　
克
昌
　
民
　
比
例
東
海

大
口
　
善
德
　
公
　
比
例
東
海

伊
藤
　
　
渉
　
公
　
比
例
東
海

■
名
古
屋
・
東
海
税
政
連
■

藤
川
　
政
人
　
自
　
愛
知
選
挙
区

斎
藤
　
嘉
隆
　
民
　
愛
知
選
挙
区

安
井
美
沙
子
　
民
　
愛
知
選
挙
区

大
塚
　
耕
平
　
民
　
愛
知
選
挙
区

■
北
陸
税
政
連
■

田
畑
　
裕
明
　
自
　
富
山
１
区

宮
腰
　
光
寛
　
自
　
富
山
２
区

橘
　
慶
一
郎
　
自
　
富
山
３
区

佐
々
木
　
紀
　
自
　
石
川
２
区

北
村
　
茂
男
　
自
　
石
川
３
区

稲
田
　
朋
美
　
自
　
福
井
１
区

髙
木
　
　
毅
　
自
　
福
井
２
区

山
本
　
　
拓
　
自
　
比
例
北
陸
信
越

野
上
浩
太
郎
　
自
　
富
山
選
挙
区

山
田
　
修
路
　
自
　
石
川
選
挙
区

滝
波
　
宏
文
　
自
　
福
井
選
挙
区

■
中
国
税
政
連
■

石
破
　
　
茂
　
自
　
鳥
取
１
区

赤
澤
　
亮
正
　
自
　
鳥
取
２
区

竹
下
　
　
亘
　
自
　
島
根
２
区

逢
沢
　
一
郎
　
自
　
岡
山
１
区

山
下
　
貴
司
　
自
　
岡
山
２
区

橋
本
　
　
岳
　
自
　
岡
山
４
区

加
藤
　
勝
信
　
自
　
岡
山
５
区

岸
田
　
文
雄
　
自
　
広
島
１
区

平
口
　
　
洋
　
自
　
広
島
２
区

中
川
　
俊
直
　
自
　
広
島
４
区

亀
井
　
静
香
　
無
　
広
島
６
区

小
林
　
史
明
　
自
　
広
島
７
区

高
村
　
正
彦
　
自
　
山
口
１
区

河
村
　
建
夫
　
自
　
山
口
３
区

新
谷
　
正
義
　
自
　
比
例
中
国

斉
藤
　
鉄
夫
　
公
　
比
例
中
国

舞
立
　
昇
治
　
自
　
鳥
取
選
挙
区

江
田
　
五
月
　
民
　
岡
山
選
挙
区

石
井
　
正
弘
　
自
　
岡
山
選
挙
区

林
　
　
芳
正
　
自
　
山
口
選
挙
区

■
四
国
税
政
連
■

後
藤
田
正
純
　
自
　
徳
島
１
区

山
口
　
俊
一
　
自
　
徳
島
２
区

玉
木
雄
一
郎
　
民
　
香
川
２
区

塩
崎
　
恭
久
　
自
　
愛
媛
１
区

村
上
誠
一
郎
　
自
　
愛
媛
２
区

白
石
　
　
徹
　
自
　
愛
媛
３
区

山
本
　
公
一
　
自
　
愛
媛
４
区

山
本
　
有
二
　
自
　
高
知
２
区

小
川
　
淳
也
　
民
　
比
例
四
国

石
田
　
祝
稔
　
公
　
比
例
四
国

中
西
　
祐
介
　
自
　
徳
島
選
挙
区

磯
﨑
　
仁
彦
　
自
　
香
川
選
挙
区

山
本
　
順
三
　
自
　
愛
媛
選
挙
区

井
原
　
　
巧
　
自
　
愛
媛
選
挙
区

広
田
　
　
一
　
民
　
高
知
選
挙
区

■
九
州
北
部
税
政
連
■

井
上
　
貴
博
　
自
　
福
岡
１
区

鬼
木
　
　
誠
　
自
　
福
岡
２
区

古
賀
　
　
篤
　
自
　
福
岡
３
区

宮
内
　
秀
樹
　
自
　
福
岡
４
区

藤
丸
　
　
敏
　
自
　
福
岡
７
区

麻
生
　
太
郎
　
自
　
福
岡
８
区

三
原
　
朝
彦
　
自
　
福
岡
９
区

山
本
　
幸
三
　
自
　
福
岡
�
区

武
田
　
良
太
　
自
　
福
岡
�
区

古
川
　
　
康
　
自
　
佐
賀
２
区

冨
岡
　
　
勉
　
自
　
長
崎
１
区

北
村
　
誠
吾
　
自
　
長
崎
４
区

岩
田
　
和
親
　
自
　
比
例
九
州

河
野
　
正
美
　
維
　
比
例
九
州

濵
地
　
雅
一
　
公
　
比
例
九
州

大
家
　
敏
志
　
自
　
福
岡
選
挙
区

大
久
保
　
勉
　
民
　
福
岡
選
挙
区

松
山
　
政
司
　
自
　
福
岡
選
挙
区

野
田
　
国
義
　
民
　
福
岡
選
挙
区

福
岡
　
資
麿
　
自
　
佐
賀
選
挙
区

金
子
原
二
郎
　
自
　
長
崎
選
挙
区

■
南
九
州
税
政
連
■

木
原
　
　
稔
　
自
　
熊
本
１
区

野
田
　
　
毅
　
自
　
熊
本
２
区

坂
本
　
哲
志
　
自
　
熊
本
３
区

園
田
　
博
之
　
次
　
熊
本
４
区

金
子
　
恭
之
　
自
　
熊
本
５
区

衛
藤
征
士
郎
　
自
　
大
分
２
区

岩
屋
　
　
毅
　
自
　
大
分
３
区

江
藤
　
　
拓
　
自
　
宮
崎
２
区

古
川
　
禎
久
　
自
　
宮
崎
３
区

保
岡
　
興
治
　
自
　
鹿
児
島
１
区

小
里
　
泰
弘
　
自
　
鹿
児
島
４
区

穴
見
　
陽
一
　
自
　
比
例
九
州

松
野
　
頼
久
　
維
　
比
例
九
州

松
村
　
祥
史
　
自
　
熊
本
選
挙
区

馬
場
　
成
志
　
自
　
熊
本
選
挙
区

礒
崎
　
陽
輔
　
自
　
大
分
選
挙
区

松
下
　
新
平
　
自
　
宮
崎
選
挙
区

■
沖
縄
税
政
連
■

玉
城
デ
ニ
ー
　
生
　
沖
縄
３
区

西
銘
恒
三
郎
　
自
　
比
例
九
州

宮
崎
　
政
久
　
自
　
比
例
九
州

下
地
　
幹
郎
　
維
　
比
例
九
州

島
尻
安
伊
子
　
自
　
沖
縄
選
挙
区

■
比
例
代
表
■

前
田
　
武
志
　
民
　
比
例
代
表

白
　
　
眞
勲
　
民
　
比
例
代
表

片
山
さ
つ
き
　
自
　
比
例
代
表

小
坂
　
憲
次
　
自
　
比
例
代
表

宇
都
　
隆
史
　
自
　
比
例
代
表

赤
石
　
清
美
　
自
　
比
例
代
表

谷
合
　
正
明
　
公
　
比
例
代
表

荒
木
　
清
寛
　
公
　
比
例
代
表

福
島
み
ず
ほ
　
社
　
比
例
代
表

吉
田
　
忠
智
　
社
　
比
例
代
表

片
山
虎
之
助
　
維
　
比
例
代
表

衛
藤
　
晟
一
　
自
　
比
例
代
表

宮
本
　
周
司
　
自
　
比
例
代
表

木
村
　
義
雄
　
自
　
比
例
代
表

若
松
　
謙
維
　
公
　
比
例
代
表

魚
住
裕
一
郎
　
公
　
比
例
代
表

大
島
九
州
男
　
民
　
比
例
代
表

中
山
　
恭
子
　
次
　
比
例
代
表
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【略歴】昭和�年生まれ。経済学博士。上智大学よ

りコロンビア大学編入、同政治学部卒・同大学院国

際関係学科卒、ニューヨーク大学経済学博士課程卒。

クレディスイス証券会社経済調査部長。財務省税制

問題研究会委員、経産省産業構造審議会委員、早稲

田大学講師・中央大学客員教授等歴任。平成�年衆

院初当選、参院を経て昨年衆院大阪�区当選。参政

審副会長、財金委筆頭理事、経産政務官、党内閣部

会長、消費者問題特別委員長等。

　
１
月
�
日
、
長
崎
市
内

の
ホ
テ
ル
セ
ン
ト
ヒ
ル
長

崎
で
「
税
理
士
に
よ
る
冨

岡
勉
後
援
会
」
の
設
立
総

会
を
開
催
し
た
＝
写
真
。

来
賓
に
、
九
州
北
部
税
理

士
政
治
連
盟
の
野
田
武
史

会
長
と
大
坪
一
彦
幹
事
長

を
迎
え
、
会
員
�
人
が
出

席
し
た
。

　
永
池
泰
典
会
員
が
開
会

を
宣
し
、
冨
岡
勉
衆
議
院

議
員
（
自
由
民
主
党
）
並

び
に
来
賓
の
紹
介
の
後
、

土
肥
良
男
会
員
が
議
長
に

選
出
さ
れ
、
議
案
審
議
に

移
っ
た
。

　
議
案
の
、
後
援
会
規
約

及
び
役
員
選
任
の
件
は
満

場
一
致
で
可
決
承
認
さ

れ
、
会
長
に
波
多
野
徹
会

員
、
副
会
長
に
松
本
信
幸

会
員
、
幹
事
長
に
近
藤
正

敏
会
員
、
幹
事
に
佐
藤
誠

三
会
員
、
会
計
監
事
に
波

多
野
寛
会
員
の
５
人
が
選

出
さ
れ
た
。

　
議
事
終
了
後
、
選
任
さ

れ
た
波
多
野
後
援
会
会
長

の
あ
い
さ
つ
、来
賓
祝
辞
、

祝
電
披
露
、
冨
岡
議
員
へ

の
花
束
贈
呈
が
行
わ
れ

た
。

　
そ
の
後
、
懇
親
会
で
は

多
く
の
会
員
が
冨
岡
議
員

と
親
交
を
深
め
、
冨
岡
議

員
の
特
別
講
演
会
で
は
、

議
員
か
ら
「
税
制
改
正
の

ポ
イ
ン
ト

と
地
方
創

生
」
を
テ

ー
マ
に
政

策
の
解
説

が
あ
っ
た

後
、
こ
れ

か
ら
も
税

理
士
業
界

と
協
力
し

て
地
方
創

生
に
取
り

組
み
た
い

と
の
言
葉

が
あ
り
、

会
員
か
ら

の
盛
大
な

拍
手
が
送

ら
れ
た
。

　
新
年
明
け
ま
し
て
お
め

で
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。
日

本
税
理
士
政
治
連
盟
の
皆

様
方
に
は
健
や
か
に
新
年

を
迎
え
ら
れ
ま
し
た
こ
と

と
心
よ
り
お
慶
び
申
し
上

げ
ま
す
。
ま
た
参
議
院
比

例
代
表
議
員
の
時
代
に

は
、
全
国
の
税
理
士
会
の

皆
様
か
ら
温
か
い
ご
支
援

を
賜
り
ま
し
た
こ
と
を
、

改
め
て
感
謝
を
申
し
上
げ

ま
す
。
昨
年
�
月
の
総
選

挙
に
お
き
ま
し
て
、
大
阪

�
区
の
地
元
自
民
党
支
部

か
ら
ご
推
薦
を
頂
き
、
参

議
院
議
員
を
辞
職
し
て
の

立
候
補
を
決
意
致
し
ま
し

た
。
何
よ
り
も
、
大
阪
�

区
の
基
盤
整
備
の
遅
れ
な

ど
長
年
革
新
政
治
の
続
い

た
地
域
の
現
状
を
目
の
当

た
り
に
し
、
誰
か
が
や
ら

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
の

思
い
で
決
断
し
た
次
第
で

す
。
ご
選
出
頂
い
た
民
意

に
お
応
え
す
べ
く
、
全
身

全
霊
で
尽
く
し
て
ま
い
る

所
存
で
す
。

　
日
本
は
今
年
戦
後
�
年

の
重
要
な
節
目
を
迎
え
、

我
が
国
を
取
り
巻
く
世
界

情
勢
も
大
き
く
激
変
致
し

ま
し
た
。
戦
後
の
国
家
体

制
が
時
代
不
適
合
と
な
る

な
か
、
新
し
い
平
和
国
家

の
構
築
を
目
指
し
、
国
益

を
守
り
つ
つ
、
積
極
的
平

和
外
交
の
推
進
の
も
と
ア

ジ
ア
に
お
け
る
民
主
的
法

治
国
家
と
し
て
、
日
本
の

外
交
的
地
位
の
確
立
に
努

め
る
こ
と
が
喫
緊
の
課
題

で
す
。

　
ま
た
国
内
で
は
、
ア
ベ

ノ
ミ
ク
ス
の
円
安
効
果

が
、
痛
み
先
行
か
ら
い
よ

い
よ
プ
ラ
ス
に
転
じ
る
局

面
に
入
り
ま
し
た
。
デ
フ

レ
脱
却
と
イ
ン
フ
レ
経
済

へ
の
転
換
を
念
頭
に
、
す

で
に
数
々
の
大
企
業
で
サ

プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
国
内

回
帰
が
始
ま
っ
て
お
り
ま

す
。
そ
の
受
皿
と
な
る
国

内
中
小
企
業
に
お
い
て

も
、
前
政
権
時
代
の
過
度

な
円
高
に
よ
り
深
ま
っ
た

海
外
生
産
体
制
へ
の
依
存

体
質
か
ら
脱
却
し
、
部
品

材
料
の
国
内
生
産
か

ら
先
端
産
業
に
つ
な

が
る
国
内
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
の
推
進
ま
で
、
経
営
資

源
の
国
内
再
配
分
が
必
須

で
す
。
日
税
連
の
皆
様
方

に
は
国
内
企
業
の
経
営
指

導
に
お
か
れ
ま
し
て
、
ご

見
識
を
存
分
に
発
揮
い
た

だ
く
こ
と
を
期
待
し
て
や

み
ま
せ
ん
。

　
政
権
与
党
と
い
た
し
ま

し
て
も
、
今
年
度
補
正
と

来
年
度
予
算
・
税
制
改
正

で
法
人
実
効
税
率
の
�
・

�
％
へ
の
引
き
下
げ
を
始

め
、
中
小
企
業
へ
の
外
形

標
準
課
税
の
導
入
阻
止
、

原
材
料
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
価

格
高
騰
対
策
と
し
て
は
、

農
林
産
業
へ
の
燃
料
価
格

補
助
や
価
格
高
騰
に
よ
る

業
績
悪
化
中
小
企
業
へ
の

資
金
繰
り
支
援
の
拡
充
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
対
応
の

省
エ
ネ
設
備
投
資
に
対
す

る
低
利
融
資
の
創
設
等
を

盛
り
込
む
一
方
、
国
内
回

帰
に
向
け
た

中
小
企
業
の

受
皿
拡
充
に

は
、
ベ
ン
チ

ャ
ー
創
業
支

援
に
加
え
、

中
小
企
業
の

第
二
創
業
を

後
押
し
す
る

た
め
の
既
存

事
業
の
廃
業

コ
ス
ト
へ
の

支
援
策
導
入

な
ど
、
私
の

経
産
政
務
官

時
代
の
提
言

も
実
現
さ
れ

て

お

り

ま

す
。

　
日
本
再
興

戦
略
の
後
半
戦
と
し
て
本

年
、
日
税
連
の
皆
様
方
に

は
益
々
の
ご
活
躍
と
お
力

添
え
を
祈
念
致
し
ま
す
と

と
も
に
、
世
界
競
争
に
勝

ち
行
く
税
制
構
築
に
向
け

て
、
先
生
方
の
自
由
闊
達

な
ご
議
論
を
拝
聴
で
き
る

機
会
を
心
待
ち
に
致
し
て

お
り
ま
す
。
本
年
も
ど
う

ぞ
宜
し
く
お
願
い
申
し
上

げ
ま
す
。
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